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海外論文＆レポート

　グレッグ・マクラウド 著 / 中川雄一郎 訳（協同総研／明治大学）

　さてこの辺で、これまでの議論に基づいた
新しい概念が提示されるべきだろう。協同組
合運動、企業目的についての哲学的な差異そ
れと企業の法制史に関わって本論の早めの段
階で展開された議論に基づいて、私は、資本
主義企業の技巧の多くを受け入れ、かつ利用
するけれども、その活動が社会目的や目標に
動機づけられる「企業モデル」を提案する。
　読者は、今では、私の企業批判に同意して、
これこそ協同組合が形成された理由である、
と再度指摘するであろう。しかしながら、読
者は、協同組合もまた企業であることや大規
模な資本主義企業と同じ失敗をいくつも経験
していることを忘れている。資本主義企業に
対する協同組合の主要な相異は出資者の組織
構造にある。すなわち、各人は、その出資額
がどんなに大きかろうとも、1人1票の議決
権しかもたない、これである。しかし反対に、
今まで概説された企業批判のすべてもまた協
同組合企業に当て嵌まるのである。すなわ
ち、協同組合は一般のコミュニティの利益を
損ねてもある特定の利益集団の利益を重視す
ることがある。例えば、酪農協同組合は、今
では大いに繁栄するようになったのにもかか
わらず、生産者たる農民の利益にのみ努力を
集中して、消費者や一般民衆のニーズに無頓
着になっている。対照的に、消費者協同組合

は、店舗で働く従業員の公正な賃金につい
てはまったく配慮しないのに、専ら消費者
により安価な品物を供給することに努力を
集中している。協同組合運動の先達は社会
改革者であったのに、彼らの協同組合は、そ
れが制度化されるにつれて、株主の利益が
支配し、他の市民的責任を蔑ろにするよう
な営利企業と同じ問題をしばしば発現させ
るのである（Melnyk､1985）。協同組合の理
想は素晴らしい、と1902年に指摘したクロ
ポトキンは、だが、協同組合は集団的エゴイ
ズムに悩まされるようになりつつある、と
嘆いてもいる（Buber, 1949:42）。正当に法
人組織となった事業体の基本的な義務と目
的は、社会に対しての義務と目的なので
あって、単に個々の所有者‐出資者（株主）
に対する義務と目的ではないのである。こ
のことは社会全体が事業体を管理しなけれ
ばならない、と言っているのではない。何故
なら、もしすべての人が事業体を管理する
のだと言うのであれば、それは誰も事業体
を管理しないのと同じことだからである。
事業経営体を管理し、統治運営するのは特
定個人のメンバーであり、個人のグループ
としてのメンバーなのである。しかし、その
ことはまた、彼らメンバーが絶対的な所有
権を持っていることを意味しない。何故な
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ら、すべての権利と同じように、財産権もま
た階層制的、序列的であるからである。より
高い権利はより低い権利に取って代わるの
であって、企業の財産は個人の財産とまっ
たく異なった仕方で扱わられなければなら
ないのである。それ故、もっとも主要な目的
と第二義的な目的との相違点を明確にする
ことが重要になる。もっとも主要な目的は
社会に奉仕することであり、第二義的な目
的は―「目的」に対する「手段」という意味
での第二義的な目的としては―富を創出す
ることであり、あるいは利潤を生産するこ
とである。
　だが現在はどうであろうか。協同組合は、
労働組合と同じように、過去150年にわたっ
て社会正義の主要な勢力となってきたのに、
その社会的貢献が忘れ去られてしまってい
ることは疑いない。同じ理由から、われわれ
は資本主義企業の貢献を忘れてはならない
のである。われわれは、この資本主義企業形
態なしに、莫大な額の資本を蓄積して―社
会にとって有益であると一般的考えられて
いる製品である―鉄道を敷設し、自動車や
航空機を生産することはできなかったので
ある。そこで私は、法人企業の基本概念を支
える一種のジンテーゼ（高次の概念による
矛盾の解決）を提案する。それは、資本主義
の伝統からしても適切であって、協同組合
の伝統からしてもまた適切であるものを選
び取っている―もちろん、その双方の出自
からして不適切なものは除去されている。
　協同組合の伝統からすると、われわれは、
物よりも人間を優先すること、その心的態
度を私的な目的よりも公的目的に置くこと、
それにコミュニティを基礎とすることを主
張すべきである。資本主義の伝統からする
と、われわれは、生産技術、市場の影響力の

重視、起業家的価値、それに専門的な科学技
術知識の重視を主張すべきである。資本主
義企業の立場から、われわれは、（協同組合
と）関連する他の事業体の吸収、合併それに
事業連合を含めて、企業の目的を遂行する
ことがより可能となるように、さまざまな
形態で資本を蓄積することを学ばなければ
ならない。
　ハーバーマスの言葉を借りて言えば、わ
れわれは、協同組合運動の倫理的合理性を
資本主義の伝統がもつ手段的合理性と組み
合わせるべきである。もちろん、前者の倫理
的合理性が後者の手段的合理性を常に支配
していなければならない。これは、官僚的な
制度と企業の手段的理由がすべての教説を
支配している現状と対照的である。
　先に議論された理念や思想の多くを組み
入れた魅力的な定義が1982年に「コミュニ
ティ・ビジネス・スコットランド」（CBS）に
よって起草されている。すなわち、

　コミュニティ・ビジネスは地方のコミュ
ニティによって所有・管理される取引組織
であり、その目的は、失業している地方の人
たちのために最終的に自立的で実行可能な
雇用を創出することであり、その事業から
生みだされた利潤を、より多くの雇用を創
出するためか、あるいは地方のサービスを
提供するためか、あるいはまた地方の慈善
事業を支援するためか、いずれかのために
利用することである。コミュニティ・ビジネ
スは多目的企業であって、地理的コミュニ
ティあるいは利益のコミュニティに基礎を
置いている。（Caluste, 1982:4）

　この定義からヒント得て、私は、いくつか
の原則に基づいた「企業モデル」を提示す
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る。そのモデルのなかでわれわれは、コンテ
クストが絶えず変化することから、経済活
動の原則を再定式化することの重要性を思
い起こすであろう。19世紀においては民主
主義の進展を求めることは革命的なことで
あった。何故なら、その当時の社会は比較的
広い範囲にわたって「貴族的管理モデル」を
受け入れていたので、民主主義の行動の要
求は変革を求めることを意味したからであ
る。しかしながら、今日の世界にあっては、
ほとんどあらゆる制度は民主主義を擁護す
るよう求めている。（だが、2003年にアメリ
カ合衆国は民主主義の名の下でイラクを侵
略した。）アメリカ合衆国は過去に民主主義
を擁護しなかった、との同時代の組織の主
張を耳にすることはまったく稀なことであ
ろう―しかし、それは今や、「母親」として
の言葉であって、ジョージ・オーウェルが示
唆したように、ほとんど無意味である
（Orwell, 1935）。それはともかく、協同組合
企業を特徴づけるいくつかの指針的原則は
以下のものである。すなわち、

　[コミュニティの受託者コミュニティの受託者コミュニティの受託者コミュニティの受託者コミュニティの受託者]：これは、協同
組合はある特定の利益グループの受託者で
あるよりはむしろ「コミュニティの利益」の
受託者として自らを想定する、ということ

アカウンタビリティ

である。すなわち、協同組合は、「説明責任」
という意味で、通常は評議員会や理事会に
よって管理運営されている大学や病院と同
じである。メンバー（組合員）はいるが、株
主はいないのである。協同組合は、地方にあ
る「地理的コミュニティ」に奉仕し、「地理

ミッション

的コミュニティ」を発展させる使命を明らか
に持っている。
　[地方優先地方優先地方優先地方優先地方優先]：協同組合は、労働者・従業員
を協同組合企業・事業のある地域に移転さ

せるよりはむしろ、協同組合企業・事業を労
働者・従業員がそこで生活している地理的
コミュニティに移す。
　[民主主義民主主義民主主義民主主義民主主義]：協同組合企業のメンバー（組
合員）は協同組合の目的を遂行することに
積極的に参加する人たちである。メンバー
（組合員）は労働者・従業員であり、またさ
まざまな委員会でその一員として活動する、
そのコミュニティのボランティアである。
メンバーシップ（組合員資格）は参加である
ので、協同組合は地方のコミュニティの協
同組合のメンバー（組合員）や代表者たちに
よって民主的に管理運営される。
　[普遍性普遍性普遍性普遍性普遍性]：協同組合は、第1に地方的統合
システムを、第 2に広域的統合システムを、
そして第 3に世界的統合システムを形成す
るために、ある意志をもった協同組合企業
と協同・協力し、またそのような協同組合企
業と同じような他の企業との事業連合組織
を形成する。協同組合のサブシディアリ
ティ*の原則が採用されるので、最高の権限
と機能は下位のレベルで展開され、下位の
レベルの能力を明らかに超えている場合に
のみ権限を上位の連合組織に移すことにな
る。
　[成長指向成長指向成長指向成長指向成長指向]：地域に失業が存在する限り、
協同組合は成長指向となる。
　[報酬の連帯報酬の連帯報酬の連帯報酬の連帯報酬の連帯]：協同組合は「報酬の連帯」
の政策を採用する。すなわち、純所得のある
部分は均衡の取れた方法で労働者‐組合員
に分配され、またある部分は協同組合から
不分割の自己資本（企業資産）として保持さ
れ、そしてある部分は地方の（コミュニ
ティ）開発のために充当される。
　[非営利非営利非営利非営利非営利]：協同組合が生みだした利潤は
その長期的な目的を達成する手段である、
という意味で協同組合は非営利（not-for-
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profit）である。
　　　　　[[[[[多機能性多機能性多機能性多機能性多機能性]]]]]：地方のニーズは多様であり、
また時期が経つと変化するので、協同組合
は多機能的、革新的であり、かつまた弾力的
である。

　ここで、これらのCBS原則のもつ意味を
より明瞭にしていくことで「むすび」としよ
う。ところで、これらのCBS原則と比較す
るために、「ICA原則」・「日本労働者協同組
合連合会（JWCU）7原則」・「モンドラゴン
10原則」の 3つの「原則」を付録に掲げて
おいた。それらはともに各協同組合の発展
のためのガイドラインとして示されている
ものである。
　世界で承認されている基本的な原則は国
際協同組合同盟（ICA）原則であるので、わ
れわれはモンドラゴン10原則とJWCU7原
則の他に、「プランケット財団」のコミュニ
ティ企業に関する「8原則」を付録として付
け加えておくことにする。それによって、私
が「協同組合企業」と呼んでいる「ジンテー
ゼ・モデル」がより十分に説明されるであろ
う。もちろん、それらの原則は、お互いにか
なり重なり合っており、したがって、相互に
矛盾することもない。
　最初の2つの原則（ICA原則とJWCU7原
則）は、いくつかの点で、大学が組織される
方法を教えてくれる。世界の多くの国々の
大学は、そこで研究・教育に従事している人
たちによって管理運営される法人組織であ
る。とはいえ、大学を所有するのは教員であ
る、と言っているのではない―そうではな
く、大学を管理運営する人たちやグループ
は大学に対する国民（市民）の負託に応えな
ければならない、という考えが一般に受け
入れられているということである。病院も

通常は大学と同じように国民の負託に応え
なければならないとみなされている。もち
ろん、大学や病院といったような一種の
「サービス組織（法人）」は、その経営システ
ムが自由な市場競争に基礎を置いている事
業経営体とは根本的に異なっている。自由
な市場競争に基礎を置く「教育」は普遍的な
人権を信じるわれわれにとっては破滅的な
ものである。しかし、それに対して、小売協
同組合が自由市場に適応することは合理的
であり、道理に適ってもいる。
　伝統的な協同組合は、単に「出資者による
所有権」というよりはむしろ「市民（民衆）
の負託に応える」（公的信託の）観念を守り
通す企業である、との独自の意識をもっと
も良く身に付けているように思える。中川
雄一郎は、ガウアーの観点に非常に近接し
た観点から、協同組合形態のもつ独自な意
義を説明している。中川は次のように述べ
ている。すなわち、協同組合運動の目標は、

協同組合の組合員だけでなく、協同組合が
拠って立っているコミュニティとその住民
の福祉（well-being or welfare）の質的およ
び量的な改善を実現することである。…コ
ミュニティに根ざした福祉というこの理念
は、1995年にマンチェスター大会で採択さ
れた「協同組合のアイデンティティに関す
る ICA声明」のなかの ICA原則、とりわけ
第 7 原則によって確認されている
（Nakagawa, 2000:1）。

　われわれは、「所有権」というよりもむし
ろ「経営・管理権」（stewardship）を示唆す
る「受託者」（trustee）という言葉を用いる。
先に説明したように、協同組合は、法的権利
のみならず、科学技術のような共同の財や
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サービスをも享受しているが、しかし、その
事業経営体それ自体が自らの機能を動かす
諸資源をつくりだすわけではない。一般に、
現代社会のインフラストラクチャー全体が
現に機能しているあらゆる事業経営体のた
めに一種の補助機能を果たしているのであ
る。バーリィとミーンズは次のように指摘
している。

　アメリカの企業のほとんどは、とりわけ
大企業は、その工場設備、道具および組織は
自らのものであるという考え、またその工
場設備、道具および組織をもって自らが気
に入ったことを独自に行なうことができる
という考えを持つことができない。主に大
企業によって行なわれている共同事業経営
が国家自身によって営まれている事業経営
と類似している、との事実はますます認識
されるようになっている。企業は本質的に
政治的な組織構造なのである（Ber le  &

Means, 1932:xxvi）。

　したがって、「公共善」（common good）―
すなわち、社会一般―は、企業が組織される
方法や仕方に関心を持ち、したがって、その
方法や仕方について発言権なり決定権を持
たなければならない。非常に現実的な見方
をすれば、事業経営体は多様な利害関係者
あるいは株主（出資者）―すなわち、資本の
提供者、マネジャー、貸付者、労働者、コミュ

トラスト

ニティそれに政府―を代表する責任体なの
である。要するに、事業経営体はすべての人
たちを代表してそのガバナンスを行なって
いるのである。
　このように地方を優先することは、労働
者が自分のコミュニティを去って工場のあ
る場所に移動するようになった産業革命期

から繰り返しなされている資本制的移動性
とは対照的である。だが、雇用の80％がサー
ビス部門にある西側世界においては、定住
場所の選択肢がいくつもなければならない
（Williamson, Imbrosscio & Alperovits,

2002）。西側諸国には強制された移動のため
にまったくのゴーストタウンと化してし
まったコミュニティがいくつもある。この
強制された移動は実際には必要ではない
「経済的必要性」によってつくりだされてい
るのである。それ故、われわれは、人びとを
経済に合わせるのではなく、経済を人びと
のために創り変えていかなければならない、
という一般原則に従うべきである。
　上記の第 4の指針的原則である「普遍性」
は、グローバルな市場システムについての
楽観的な考えに基礎を置いている。われわ
れは、「グローバルな搾取」という周知の問
題にもかかわらず、世界貿易は定着してい
ること、また世界貿易は人間的な前進や改
善の明確な力となり得るということを先ず
は想定しなければならない。しかし、われわ
れは、強い国が弱い国を搾取するのではな
く、それに代わる相互協力・協同の経済シス
テムの確立を目指すのであって、そのため
に現在の協同組合事業セクターが新しい種
類の事業上の国際関係を構築していく方途
を切り拓いていくのである。
　このことについては既に 1988年にマン
チェスターで開催された ICA集会で「協同
組合間協同の促進」として強調されていた。
一つの協同組合事業体だけでは確かに弱い
かもしれないが、他の多くの協同組合事業
体と手を結び、提携すれば、すべての協同組
合事業体はより強力になるのである。資本
主義企業は合併によって商業的利益が得ら
れることをずっと以前に学んでいたし、ま
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たイタリアのエミーリア・ロマーニャ州に
おける協同組合複合体は、地方の協同組合
同士の間でさまざまな事業連合組織を形成
することによって商業的利益や利点を得る
のに非常に効果的な組織構造を展開してき
ている。そのエミーリア・ロマーニャ州の失
業率は4％であり、イタリアでは最も低い失
業率である。われわれの見解では、協同組合
企業は、それらの企業が存在している地方
のコミュニティでの協力・協同から始めて、
次に全国的レベル、さらに国際的レベルへ
と協力・協同のレベルを高めていっている
のである。
　第5の指針的原則に従えば、「成長指向」は
倫理的責務だとみなしてよいだろう。世界
における失業、貧困それに一般的な不公正
といった重大な問題を考えると、社会変革
の作用因たる協同組合の能力は少なくとも
それらの問題の大きさと同等でなければな
らないだろう。協同組合企業は市場経済の
下で活動するのであるから、市場の機能や
働きに影響を及ぼし得るその能力はその企
業規模に左右される。例えば、多くの初期の
小売協同組合（消費者協同組合）は、市場シ
ステムを利用することによってはじめて地
方市場における食料雑貨品の販売コストを
全般的に引き下げることができたのである。
地方の小売協同組合が地方の食料雑貨販売
業者による搾取を防ぐことができたのは、
小売協同組合がそれらの販売業者と競争す
るのに十分大きな力を擁していたからであ
る。モンドラゴン協同組合企業体が毎年3～
4,000の雇用創出の目標を設定することがで
きるのも、その大きな規模の故である。小規
模の事業体は個人的な成長や人間的な関係
にはそれはそれで良いかもしれないが、世
界市場に影響を及ぼそうと願っているので

あれば、事業システムは大規模にならなけ
ればならないだろう。
　「報酬の連帯」原則は事業収益の留保分あ
るいは利潤と関係してくる。事業収益や利
潤のあり方は、社会的志向の事業において
は、常に議論・検討を要する主題となってき
た。剰余価値を受け取るのは労働者かそれ
とも資本か、という旧来の論争は、これまで
の議論の観点からすれば、今日ではあまり
意味がない。留保されるべき事業収益、付加
価値あるいは利潤というものは、労働者、経
営陣あるいは資本の所有者に単純に帰せら
れるものではないのである。それは、生産性
がその社会の多くのさまざまな要素の複合
的な関係の結果であるのと同じである。し
たがって、事業収益が分割されるとすれば、
その割合は地方の経済的、社会的状況と文
化とによって決まるであろう、とわれわれ
は示唆しておく。明らかなことは、事業収益
の留保分の一部は実践された「よい仕事」
（good work）の報奨に用いられるべきであ
るが、しかし、事業収益の留保分の主要な目
的は事業体それ自体を成長させる再投資で
なければならない。これらの事業収益の留
保分、すなわち、不分割の事業収益（利潤）
が「民衆の資本」あるいは「コミュニティ資
本」と称されるのはもっともなことである。
「利潤」は、一方では、「労働者の搾取」とい
う長い歴史の故に、ある種の軽蔑をもって
見られる言葉であるが、しかし、「利潤」を
「効率化の手段」だと捉えることは企業など
実業の世界ではきわめて有用なことなので
ある。コミュニティ・グループが利潤を生み
だすことなく―そして損失も被ることなく
―事業を営もうとするならば、その事業体
は早晩破産するであろう。仮に「非営利」の
概念がそのようなものであったとしても、



60

海外論文＆レポート

非営利事業とはいえ利潤を生みだすのであ
るから、利潤は「成功の手段」、すなわち、長
期的な目的を達成する事業のより一層の発
展のための手段、ということになろう。営利
企業との相異を言えば、営利企業はその目
的が利潤追求そのものである、ということ
である。
　最後の「多機能性」原則は「知識経済」と
関係する。その「知識経済」において事業を
成功させる主要な要因は技術革新である
（Marceau:94）。技術革新は組織の弾力性や
生産物の融通性を意味するので、その意味
でわれわれは、時として、「多機能性」とい
う用語を使うのである。社会目的の達成を
目指して事業を始める大多数のコミュニ
ティ・グループはたった1つの機能（例えば、
住宅事業あるいは食料雑貨品販売事業）し
か選ばない傾向があるものの、事業体が多
機能的であれば、その事業体は変化する状
況に適応することができるのである。また
時間を経れば、ある機能は必要なくなるで
あろうが、その代わりに新しい機能が付け
加わってその事業を長期にわたって継続さ
せていくことができるのである。あるタバ
コ会社が練り歯磨会社を買収して多角経営
を行なうのも、そういう理由からである。事
業経営の多角化は生き残りと持続可能性を
確かなものにするのに与って力がある。社
会的観点からすれば、その事業体は事業経
営の多角化によってより適切に社会に奉仕
するだろう。
協同組合企業についてのこのような意見
は、現在の協同組合の実践を再概念化する
プロセスにおいて大いに刺激を与え、議論・
検討を活発にするだろう。このような意見
はまた、協同組合の実践をじっくり考察し
た結果によるものである。われわれの理想

を完全に実現している実例はこの世の中に
は1つもないかもしれないが、それでも、い
くつかの試みは多かれ少なかれその理想に
少しでも近づいているのである。モンドラ
ゴン協同組合は、「組合員は連帯して共通の
仕事や任務を遂行する」、という意識をもっ
とも良く例証しているし、エミーリア・ロ
マーニャ州の協同組合は「協同組合間協同」
の素晴らしい実例を見せてくれている。
ケープ・ブレトンの「ニュー・ドーン企業体」
（地域経済開発企業）や「BCA 持株会社」
（Banking Community Assets Holdings）は
出資のない協同組合である。ケベック州で
は、労働者協同組合とは異なる労働者 -株主
協同組合やそれの地域開発協同組合といっ
た多種多様で革新的な協同組合の実験が行
なわれている（Cote, 1994）。このように、現
今の世界にあって経済的正義のための主要
な勢力として行動する強力な協同組合セク
ターの展開を可能にするであろう形態と組
織を見いだすためには、ますます多くの実
験が必要とされるのである。

(注）
∗サブシディアリティ（subsidiarity）とは、
連合組織や大規模組織の下位（サブ）組
織または地方組織が個別または独自にそ
の機能を遂行することを認めること。



61

協同の發見 2004.2 No.139

（付　録）
　

国際協同組合同盟（IC A）の 7 原則

　1． 自発的で開かれた組合員制
　2． 組合員による民主的管理
　3． 組合員の経済的参加
　4．自治と自立
　5．教育、研修および広報
　6． 協同組合間の協同
　7． コミュニティへの関与

日本労働者協同組合連合会（JWCU）の 7
原則

1 働く人びと・市民が、仕事をおこし、よ
い仕事を発展させます。

2 すべての組合員の参加で経営を進め、
発展させます。

3「まちづくり」の事業と活動を発展させ
ます。

4「自立と協同と愛」の人間に成長し、協
同の文化を広げます。

5 地域・全国で連帯し、協同労働の協同
組合を強めます。

6「非営利・協同」のネットワークを広げ
ます。

7 世界の人びとと連帯して「共生と協同」
の社会をめざします。

モンドラゴン協同組合企業体（MC C）の
10 原則

1 開かれた加入制
2 民主的組織
3 労働の主権
4 手段としての資本の性格

5 自主管理
6 報酬での連帯
7 グループの協同
8 社会変革
9 普遍的性質
10教育

プランケット財団による「コミュニ
ティ企業」の意義づけ

1 •コミュニティ企業は、地方の人びとの
ために持続可能な雇用を創出し、その雇
用と関連する職業訓練の機会を生みだそ
うとする事業体であり、また商業的な
サービスを提供しようとする事業体でも
ある。

2  コミュニティ企業は、利潤を生みだし
て財務的に自立することをめざす：その
利潤は、コミュニティ企業への投資、労
働者への限定された特別配当（割戻し）
およびコミュニティの利益のために使わ
れる。

3   コミュニティ企業の組合員あるいは出
資者は1人1票の民主的原則に基づいて
組織される。

4   コミュニティ企業は、適法なモデルあ
るいはその他の合法的な組織を用いて、
会社あるいは協同組合として登録されな
ければならない。

5   コミュニティ企業の資産は、コミュニ
ティのために所有されるので、それが
個々の組合員あるいは理事に財務上個人
的な利益をもたらすことのないよう、複
数の理事に委託される。

6   コミュニティ企業の組合員資格は、そ
の同意された利益の範囲内においてすべ
ての人に開かれていなければならない。
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一定の条件の下では、「利益のコミュニ
ティ」あるいは「ニーズのコミュニ
ティ」が認められ得る。

7   コミュニティ企業は、報酬（賃金）の
水準、労働の約定・条件、機会の平等そ
れに労働者参加に関して「良き雇用者」
（good employer）であることに責任を負
う。

8   コミュニティ企業は、地方のコミュニ
ティに及ぼす影響力の効果について毎年
評価し、それを報告することに責任を負
う。
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